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Ⅰ．本論文の目的と課題
本論文は、農村における女性の役割や主体性の形成を、
先行研究がどのような角度から捉え、どのように評価してきた
かを明らかにするものである。
近年、農村における女性の役割は、従来のイメー ジから脱
し大きく変わりつつある。すなわち、農村における従来の女
性のイメー ジは、「イエ」を中心とする集団の中で従属的な役
割を果たしてきたというイメー ジがある。確かに戦前の農家女
性については、多くの研究で「イエ」に従属する存在であっ
たことが論じられている（福武，1971，p.37）。例えば、戦前
の農家女性の代表的研究として、丸岡（1980［1937］）が、
産業組合中央会勤務時代に行った（1928‐1937）、地方の
農家女性へのインタビューがあげられる。ここでは女性達が、
農作業のみならず家事や育児、介護にと多くの負担を強いら
れている実情が明らかとされた。また、田代（2004）は「戦
時期の農家の女性は農業労働だけではなく、『産む性』」（田
代，p.35）としての役割が期待されていたこと、天野（2001）
は農地改革以前（戦前）の農村において、嫁は「朝は誰よ
りも早く起き、一日中働き、遅くまで家事を担い、夜は誰よりも
遅く寝る、労働力としてだけの存在」（天野，p.7）であったこ
とを指摘した。天野は、このような農家女性の現状は戦後に
おいてもさほど変わりなかったと分析しており、高度経済成長
期以後も「基本的問題が解決されてきたとはいいがたい」（天
野，p.7）と指摘している。しかし、農村女性のこのような状況
は、ごく最近まで同様であっただろうか。
このような見方に対して本研究は、戦後の各時代の中で十
分とは言えないまでも農家女性は主体性を獲得し、次第に農
村における一定の役割を果たしてきたと考えている。そこで本
研究では、先行研究が、農家女性が主体性を確保・形成し
てきた過程をどう論じてきたかを、人文社会学領域からのアプ
ローチと政治経済学領域からのアプローチの二つに大別しな
がら論じたい。すなわち、村や「イエ」の組織の中での女性
の役割やその歴史から切り込む人文社会学領域なアプローチ
と、政策の変化や経済の流れから農家女性の立場や役割の
変化を説明しようとする政治経済学領域からのアプローチから
の二つである。前者のアプローチは歴史学や社会学の手法を
とりつつ、現在に近づくにつれ、ジェンダー学の視点を取り入
れるなど変化してきた。一方、政治経済学領域からのアプロー
チは、政策の変化や経済の流れから農家女性の立場や役割
の変化を説明しようとするものである。このアプローチは農村
経済学や農村経営学の論文に多い手法で、時期的に言えば
農家女性に影響する経済的変化が表れ始めた高度経済成長
期から始まり、特に直接的に農家女性に影響する政策が出さ
れ始めた 1990 年代以降の研究に多くみられる。
ただ本研究では、掲載誌の掲げる領域の看板にとらわれず、
以上の観点から先行研究を類別し論じることとする。
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Abstract：
This paper aims to analyze how proceeding studies discussed roles and positions of farmer woman in farming 
communities and families in postwar Japan. To achieve the aim, this paper has three steps; 1) reconsider the 
periodization in proceeding studies and propose new periodization introduced the perspectives of impacts of urban-rural 
exchanges, 2) divide proceeding studies into political economy approach and sociological approach, and 3) how these 
approaches discussed roles and positions on farmer woman in each period.
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Ⅱ．戦後日本の農家女性をめぐる時代画期
１．農家女性の解放から見た時代画期
戦前より、農村社会や「家」の中で負担を背負ってきた女
性であるが、その中においても様々な方法で自らの主体性を
確保し、また嫁から母になることで農村や「イエ」の中での
地位や役割を徐 に々確保していった（福武，1971，p. 39）。さ
らに近年は、地域社会の中でも一定の役割を果たすようになっ
た。先行研究は、そのような農家女性の立場に変化をいくつ
かの時代画期に分けて論じてきた。そこで本節では、まずは
先行研究が、それらをどのような画期に分けて論じてきたかを
明らかにしたい（表１）。
戦後の農家女性の研究において代表的なものとして市田
（1995）の研究があげられる。市田の研究は、戦後の農村
女性と深く関わる生活改善普及事業に着目したものである。
市田は事業の理念について論じた上で、その理念の実現の
ためどのような手段が考案され、実際の現場においてどのよう
なで課題が生じたかを明らかにした。市田の研究は、生活改
善普及事業が開始された昭和 23（1948）年から、高度経
済成長が終了する昭和 50（1975）年の約 30 年間を対象とし、
その時期を昭和 36（1961）年の農業基本法の施行で二分し
ている。このように市田は、農家女性に関わる生活改善普及
事業に着目して時代画期を分けていたが、これは公式的資料
において使用される、普及員の活動範囲の変動に着目した通
常の時期区分とは異なっているという（市田 ,1995 p.3）。
市田と同様に法令や制度に着目しながらも、社会の動向を
加味して時代を区分した分類として天野（2001）の研究があ
げられよう。天野は研究対象を、生活改善普及事業における
日本の女性農業者の生活と地位向上に限定しており、生活
改善普及事業が行われた 50 年間を、女性の地位関連事業
に重点を置いて以下のような時代区分を行っている。第 1 期
が、生活改善普及事業開始から高度経済成長期以前の時期
（1948 ～ 1957 年）で本事業がイエから女性を解放し横のつ
ながりを持つようになった点に着目している。第 2 期が、農家
生活が高度経済成長により顕著な影響を受ける時期（1958
～ 1973 年）で、地域の紐帯が変化し封建色が薄れていく過
程ともいえる。第 3 期が、日本の農家の女性の地位問題を世
界の流れの中でとらえはじめる時期（1974 ～ 1988 年）で、
世界的な女性解放の流れの中で農村にも少なからぬ影響が
生じてきた時期である。第 4 期は、男女平等や労働報酬の
実現が施策の中で現れてくる時期（1989 年～現在まで）で、
女性農業者に視点を当てた取り組みを展開するべく再出発し
た時期である。
この市田や天野の時代区分は、戦前の隷属状態から、さ
まざまな社会状況を反映して農家女性がどのように解放されて
きたかという点に着目したものと言えよう。
２．農家女性の起業に着目した時代画期
一方、「解放される存在」としての農家女性ではなく、より
積極的に農家女性が権利や役割を獲得する過程と捉えて、
農家女性のキャリア形成や起業に着目したのが、仁平（2010）、
青山（2016）の区分である。
仁平（2010）は、市田の時期区分を受けつつも、戦後か
ら今日までの女性農業者を支援する政策と関連付けながら、
先の、女性農業者のキャリア形成に関する視点から時代区分
をおこなった。仁平は、市田の論じた昭和 49（1975）年以
降から、バブル期までの平成 3（1991）年を充実前期、そし
て、それ以降の平成 4（1992）年から現在までを充実期と区
分している。
青山（2016）もまた、女性農業者の起業に着目して時代
画期を定めている。彼女は生活改善普及事業等によって、家
業としての農業において長らく補佐的存在として位置づけられ
てきた女性農業者が自立していく、戦後から1991 年までを「自
立期」と位置付けた。青山は、この「自立期」には、戦前
から続いていた女性の地位の低さを解決すべく、生活改善実
行グループや JA 女性部の活動が活発に行われてきたと指摘
している。そして、1992 年に農林水産省から発表された『2001
年に向けての新しい農山漁村の女性―農山漁村の女性に関
する中長期ビジョン―』に着目し、この時期に政策が女性自
立支援から起業支援へと転換したとして 1992 年から2009 年
までを「成長期」と位置付けた。さらに、農林水産省が発表
した「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創
出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（通
称六次産業化法）を重要施策と捉え、2010年以降を「転換期」
としている。
３．外部交流の視点を加えた本研究の時代画期
このように、近年では農家女性を自身が起業に関わることに
よってエンパワーメントされていくという視点から時代画期を論
じる先行研究が見られる。しかしながら先行研究では、農村
自体に影響を与える政策や事業に重点が置かれていた。これ
に対して本研究では、このような先行研究の視点を踏襲した
上で、先行研究が積極的に論じてこなかった農村以外の都
市部との交流が農村女性の主体性形成に大きな影響を与え
たという見かたをとる。その上で、本研究では、この「外部
との交流」を促す政策や事業に着目し、新たな時代画期を
提案したい。本研究の提案する時代画期としては、まず一つ
目の画期を、「戦前～ 1969 年　生活改善普及事業展開期」
とする。次に二つ目の画期として、「1970 年～ 1991 年　都
市農村交流活動導入期」をあげ、さらに、三つ目の画期とし
て、「1992 年～ 2001 年 グリー ンツ リーズム・女性起業発生期」
をおきたい。そして、最後に、先行研究ではまだ反映されて
いなかった「2002 年～現在まで」を四つ目の画期としたい。
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表１：農家女性研究に用いられた時代画期
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①の「戦後～ 1969 年　生活改善普及事業展開期」に
ついていえば、多くの先行研究が戦後は農家女性の地位の
変化に大きな影響を与えた事業であると位置づけている。本
研究ではそれを踏襲しながらも、その始まりを1920 年代から
1930 年代に農本主義者らによって行われた「全村学校」に
求めたい。「全村学校」は、世界恐慌後の農村の不安定化
を防ぎ治安を維持するために、青年層を中心にした農村の強
固な組織化をもくろんだものであるが、その一方で、当初は「農
村文化講習会」と称され、「都会に出ることなく、地域をあげ
ての行事として取り組むなかで自分たちの住む地域を活性化
し、外部から講師を迎えて学ぶことで視野を広げよう」（野本，
2011，p.175）とする取り組みとしての側面もあった。また、「生
活改善」の側面に着目すると、近代的な衛生学や栄養学を
踏まえた家庭経営の方法の講習を嫁世代が学んでいくことに
なる「『生活改善』の担い手として、農村女性がクローズアッ
プされつつあった」（野本， 2011， p.218）。農家女性たちは、徐々
に義両親世代の「イエのやり方」を変容させていくことになった。
このように「外部との交流」「同世代の横のつながり」「親世
代からの変化」など戦前の「全村学校」の活動は、戦後本
格的に生活改善普及事業が進められていく上での重要な布
石になったと考えられるため、本研究では、この動きを農家女
性の主体性形成の時代各期の中に加えることとしたい。
②の「1970 年～ 1991 年 都市農村交流活動導入期」は
農村と都市の交流を促す様 な々政策が打ち出された時期であ
る。1970 年は、高度経済成長の終焉時期で、やがてオイル
ショックが起きようとした時期である。この時期の急激な日本経
済の発展は、「暮らしの豊かさ」をもたらしたが、一方で様々
な社会の歪みをもたらした。また、農山村と都市部の格差が
著しくなったことに対し、1970 年に過疎地域対策緊急措置法、
それを引き継ぐ形で 1980 年に過疎地域振興特別措置法が制
定された。これらの法律の中心は過疎化で単独で維持できな
くなった社会的インフラを国が肩代わりしようというものであった
が、その他にも農山漁村に人を呼び込み自力更生させようと
する試みもあった。その最たるものが、1987 年に制定された
総合保養地域整備法（リゾ トー法）である。これらの政策は
本来の目的からすれば必ずしも成功したとはいえないが、直
売活動等と伴い農村が外部と交流することにより農家女性を取
り巻く環境や意識が変容した点や、農家女性が自分の財布を
持てたことで「農業者としての誇りや自信を与え、家やムラで
の関係性にも変化を与え」（靏，2007,p.182）経済的にも意
識的にも大きな変化があったと考えられるのではないか。事実、
この時期、従来の農業経営の中に閉じこもってきた農家女性
は、様々な外部との交流の中で都市の消費者や他業種の人
びととのネットワ クーを築き始めた。
③「1992年～2001年 グリー ンツ リーズム・女性起業発生期」
は、青山ら、他の論者も着目した、1992 年の農林水産省によ
る「2001 年に向けての新しい農山漁村の女性―農山漁村の
女性に関する中長期ビジョン―」の時代である。この時期は、
政策が女性自立支援から起業支援へと転換した時期である。
これに先立つ 1990 年 6 月、農林水産省にて「生活改善課」
は「婦人・生活課」に改編され、戦後永らく続いてきた農家
女性の生活改善普及事業は大きな転換点を迎えることになっ
た。この背景には、国連の「婦人の地位向上のためのナイロ
ビ将来戦略」の採択を踏まえた「西暦 2000 年に向けての新
国内行動計画（第一次改訂）」があり、農林水産省としても
新たな農村女性政策を進める必要があった。なお、この政策
支援で「農村女性起業」という言葉が使用されている。（澤野，
2012,ｐ.17）
④「2002 年～現在まで グリー ンツ リーズム・女性起業興隆
期」は、都市農村交流事業の新たな潮流となるグリー ンツー
リズム（農家民泊）が広まる契機となった法律が改正され
た 2002 年を起点としたい。この年、大分県が全国に先駆け
て、グリー ンツ リーズムにおける農家民泊に係る旅館業法およ
び食品衛生法を大幅に緩和した。これにより日本では実現困
難であった一般の農家が実施主体となるグリー ンツ リーズムの
推進が大きく前進し、全国的に民泊に対する規制緩和の取り
組みが広がった。先行研究の時代画期において2002 年とい
う年はあまり注目されてこなかったが、これ以降、農家女性が
ツ リーストの受け入れ主体となり、家族の協力を経て体験のメ
ニューや受け入れ形態を意思決定したりできるようになった点
で農家女性の主体性形成に果たした意義は大きい。またグリー
ンツ リーズムの一形態として、学校や学年単位で受け入れを
行う教育旅行の需要も多く、その結果、行政や関係団体等も
含め地域で連携してグリー ンツ リーズムに対応したり、地域の
売り込みを行ったりする場合も多い。このような地域づくりとグ
リー ンツ リーズムが一体化した場合、グリー ンツ リーズムの主た
る担い手である農家女性が、地域づくりなどの社会的な活躍
に直接かかわる事例も数多く報告されている。言いかえれば、
グリー ンツ リーズムを取り巻く一連の社会参画によって、これま
で地域や家庭の主役ではなかった女性たちが積極的に地域
の改革に乗りだしたこと。そしてそのことで農村の意思決定過
程に大きな変革をもたらすことにもなったこと。このような点で、
2002 年は農家女性の主体性形成に大きな影響を与えた年で
あると提案したい。
以上、本研究では、先行研究を踏まえつつも、特に外部と
の交流によって農家女性の主体性の形成に影響のあった政
策や制度に着目しながら、先の表 1 のような時代区分を行うこ
ととする。その上で、各時代において、先行研究が農家女
性をどのようにとらえてきたのかを、大きく政治経済学領域と人
文社会学領域から論じていきたい。
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Ⅲ．農家女性の主体形成をめぐる二つの視点
１．政治経済学領域からのアプロー チ
（１）主体形成を個人の意識変容からみる先行研究
農業経済学の分野では、主として、農村における人々の主
体形成は経済的条件の変化にともなって人々の意識が変化す
ることによって成し遂げられるという考えに基づいている。その
ことを整理した代表的な論者が重冨真一である。農業経済
学における主体形成論について、重冨（1984）は経済発展
と主体の関係を論じている。その場合、経済的条件の中に、
主体形成のメカニズムを見出していこうとする立場（マルクス
主義者）と、経済的条件からは一定独自に主体の価値観や
意識、心理などをもとめ、それらの要素を主体形成の契機とし
て重視していく立場（心理学、社会学による分析）の 2 通り
あると述べている。個々の主体の側からの働きかけのプロセス
を知ることに重点を置くべきと捉えた重冨は、経営管理の局面
において主体形成を見ていくとした。さらに、重富は「農民
の意識状況がどのような目標に具現し、経営改革のエネルギー
を生み出していくのか。目標に向けて経営を発展させ、経営
主体としての能力の形成へとどのように主体をかりたてるのか」
というメカニズムを明らかにし、主体形成のメカニズムに関する
理論の検討、さらに理論に含意されている人間像に触れること
も目的としていた。（重冨 ,1984,p.18）
また重冨（1983）は、農業・農村の発展の主体が、いか
に形成されていくかという問題に関するアプローチは、主体自
体が“それにふさわしいものへと変容していく過程”を捉えね
ばならないとしている（重富，1983，p.67）。このように重冨は、
農業経営者の課題認識の発生過程や展開過程をもって「主
体形成」としている。この重富の考え方に即すると、農家女
性としての主体形成とは、女性個人が隷属的な意識を捨て、
個人として一定の経営的問題に直面してそれを乗り越えること
で主体としての意識が形成されるということになる。
（２）主体形成を経営学的能力からみる先行研究
一方、糸原義人（1992）は、単に個人的な意識変容だけ
でなく、経営者としての様々な能力が備わったときに、はじめ
て主体として行動できるとしている。その上で「主体性の問
題は農業経営を考える上で極めて重要なものになりつつある」
（糸原，1992，はしがきⅱ,ⅲ）と述べている。そして、主体
性を問題とする場合、①主体性の形成過程、②主体性形成
後の経営行動の 2 つの課題が提起されるとし、糸原の研究で
は②の立場に立ち、経営分析の方向性を示すことを目的とし
ている。糸原は、（重富らの）経営主体の主体性、能力等
個人的なマンパワーの蓄積段階に焦点をしぼる立場に対して、
農業経営計画を立てるためには、主体性の確立と経営者能
力の向上、経営展開に必要な情報収集が必要であると述べ
ている。そのため、氏は分析の焦点を経営主体自身の経営
者意識の持ち方、在り方だけでなく、外延的能動的な経営行
動や主体性、経営者能力の動きに着目すべきだと考え、経営
者の行動分析を行うことで、経営者としての主体性の形成過
程を明らかにしている。
要するに、これらの先行研究において農業経営における主
体形成とは、個人が農業の経営的主体であるという意識を持
ち、またそれを実行する能力を備えるということだと捉えられる。
そういう意味で、先に論じた時代画期において産直などの販
売を主としていた第②期と、自らの才覚で外部の人びとを受入
れもてなすグリー ンツ リーズム事業への女性の参画は、「経営」
という面で農家女性の主体形成に与えた影響は大きい。
２．人文社会学領域からのアプロー チ
一方で農家女性の主体形成に人文社会学領域からアプ
ローチする場合、先に述べた個人としての意識の変革、経
営的な能力の獲得の結果、イエや地域の中での関係性がど
のように変容したか、その中で女性の役割や地位がどのように
向上したかに着目することになる。
経済学者でもあり歴史学者でもある大門（2004）は、主体
形成について検討していくにあたって、これらの領域と留意点
として「歴史における主体形成を考える方法」「主体形成の
ジェンダー的特質」「現状の農村主体に対する歴史的前提，
歴史的規定性の明白化」を踏まえて考察すべきだと主張し（大
門，2004，p.13‐14）、さらに農村における主体の考察にあたっ
ては、階層・家族（家）・性差・世代の４つの視点を重視す
る必要性を指摘している（大門， p.15）。
さらに大門は、研究の中で対象としている時期（1920 代か
ら1960 年）において、農村の主体形成について検討すべき
領域として、農民家族経営、公共団体、農業団体、社会運
動、政策といった 5 つをあげている（大門，2004，p.14）。大
門は、個人の経営的意識や能力の向上が、家族の経営に与
えた影響、地域や農業団体に与えた影響に着目することを提
案するだけでなく、その先に起こる社会運動や政策への参画
までを考慮に入れたアプローチを提案している。これは先の章
で論じたグリー ンツ リーズム事業の先にある地域づくりへの女性
の参画が該当しよう。
このように、前者の政治経済学領域は農家女性の主体性
形成を経済的エンパワ メーントや経営的意識の芽生えから論じ
るものであり、後者の人文社会学領域は、その結果生じる生
活様式の変化がイエや地域における女性の役割の変化とどう
関連してきたかを論じるものである。
Ⅳ．農家女性をめぐる研究の到達点
１．生活改善普及事業展開期（戦前～ 1969 年）
（１）戦前の農家女性に関する現代の研究
農家女性の主体形成に関する多くの先行研究の時代画
期が、1948 年の生活改善普及事業をスタ トーとして論じてい
る。これに対して本研究は、戦前の全村学校に農村の変容
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と農家女性の主体性の萌芽があったのではないかという立場
から、戦前から都市農村交流事業がはじまる以前の 1969 年
までを第一期としている。この時代の農村における主体性形
成を政治経済学領域からのアプローチでとらえた現代の研究
に大門（2004）の研究があげられる。大門は、「主体形成は
もっぱら農家の経営的発展との関連で議論されてきた」（大門，
2004，p.15）と述べており、この視点は農村における主体形
成を考察していく上で大事な視点ではあると述べている。ただ
大門は、同時にこれまでの先行研究が戦前農村の主体を「男
子世帯主（戸主）」に限定する狭さがあることを問題視してい
る（大門，p.15）。そしてこれまでの農村の歴史的特質を踏ま
えたうえで「この時期の農村問題が主体認識の拡張を要請し
ている」（大門，ｐ.15）と述べ、主体の考察は女性や青年ま
で広げて行く必要があることを指摘している（大門，p.15）。
その上で大門は、昭和恐慌期から戦時期にかけて実施さ
れた生活改善や保健・衛生問題へのとりくみにおいて、「農
村女性の主体化」を促す側面があったことを述べている（大
門，p.38）。それまで家の中や家族関係において、さらにムラ
の中でのみ営まれていたくらしが、生活改善等の取り組みが
行われたことにより、その一部が家の外へと引き出されるように
なったことで、「新たに「生活」として改善を求められる」よう
に、あるいは「新たに「生活」として創り出されること」もあっ
たことを論じている（大門，p.38）。また恐慌克服、経済更生、
食糧増産などの国家的課題を通じて、「生活は公的性格を付
与され」てきたことを述べており、私的なものであった「生活」
が公的なものとして位置づけられたことを述べている（大門，
p.38）。これらの流れは、自然発生的にではなく、政策面など
から、ある意味強制的に、公的性格を付与された生活改善
であったが、結果として「生活の担い手である女性に主体化
の契機をあたえ、生活改善の必要性を認識し、主体的に取り
組む女性たちを登場」（大門，p.38）させてきたという一面も
あると評価をしている。
戦前の農家女性の主体性形成に光を当てた大門ではある
が、この時期、男性中心社会である家は制度の面でも意識
の面でも残存していたことや、そのことが生活改善にも反映し
ていたことも同時に指摘している。彼は、生活改善の政策が
女性の主体形成に寄与したと手放しに評価するのではなく、
反対に「家と農村女性のあいだに激しい矛盾を引き起こすこ
とに」もなっていったことや、生活改善には「他面で男性戸
主の役割を強化する側面があったこと」（大門，p.39）にも注
意する必要を唱えている。
一方、「生産」や「経営」といった視点にとどまらず、「生
活」（生活意識）に着目しつつ、1920 年代から1930 年代に
おける日本農業の構造転換への農村側からの対応を明らかに
した研究として野本京子（2011）をあげたい。野本は著書
の中で、始めに農村に関わる組織のリー ダーなど全国的に強
い影響力をもち得る立場にいた人々の所論や活動について取
り上げ、次にそれらの主義・主張が村落という現場で農業を
営む人々にどのように受け止められたのかについて考察してい
る（野本，2011，p.11）。まず、第一次世界大戦中から戦後
にかけて行われた活動について、農民の「覚醒」を促す声
に呼応する地方農村での「主体」形成の試みを「農村文化」
の提唱を体現していった幾つかの地域の活動の機関紙を通じ
て検討している。その中で、野本は「自らの「生き方」（内面）
を模索するとともに、農村生活の改善・向上を実現しようとい
う農村青年たちの姿勢が鮮明に伝わってくる」（野本，p.158）
ことを述べており、さらに少数ではあるが、女性の投稿もあっ
たことに指摘している（野本，p.158）。
また地域の青年たちが集った向上社（後、清明社）が地
域を巻き込んで行った「農村文化講習会」の活動を取り上
げ、それが「都会に出ることなく、地域をあげての行事として
取り組むなかで自分たちの住む地域を活性化し、外部から講
師を迎えて学ぶことで視野を広げようとするもの」（野本，p.175）
であったことを述べ、生活・生産する場を、教育の場として考
えたこの講習会は、周囲の批判を意識しながらも社員の努力
で無事開催し、反響を呼んだことを述べている。その後、こ
の講習会の形式は、「全村学校」（当初は全村学校式講習
会）と称され、各地に広まっていくようになる。この全村学校
は、村の中に漂う閉塞感のようなものを打開する方途として、
青年層を中心に企画され、この時期の全村運動が「村が主
体となって村民同士の住民としてのつながりを意識化し、協働
体制を促すという機能をはたしたのではないだろうか」（野本，
p.195）と述べている。野本の研究は、「生活」ないし「生
活改善」という視点に焦点があてられており、その「生活改
善」の担い手として農家女性が注目されつつあることを指摘し
ている（野本，p.218）。
このように、一般的には男性中心社会の家制度で女性は隷
属的な存在であったと考えられがちな戦前の農村ではあるもの
の、大門や野本の研究で指摘されているように、農村におい
て「生活改善」という従来の封建的な風習に変化を与えるよ
うな動きが見られた。その中で農家女性は、経済的にも社会
的にも、従来とは異なった意識を持ち始めてきたことが指摘で
きよう。このような戦前の『「生活改善」への志向性』（野本，
p.218）の動きを、本研究では、戦後の農家女性の役割や意
識の変化に大きな影響を与えた生活改良普及事業へと続く前
史として位置付けたい。
（２）戦後の生活改善普及事業についての初期の研究
戦後の昭和 23（1948）年から行われた生活改善普及事
業は、農家女性を封建的なイエから導き出して横のつながりを
形成し、近代的で合理的な生活を啓蒙することによって　農
家女性の意識改革に大きな影響を与えた政策として、農家女
性の主体形成の歴史について論じる際に不可欠なできごとで
あると位置づけられてきた。では、このような生活改善普及事
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業を同時代的に論じた先行研究では、どのように農家女性を
論じているのだろうか。
昭和 24（1949）年に、愛知県農業復興会議でその委員
長を任されていた水谷（1952）は、戦後農村の生活改善が
叫ばれている中で、まずは「台所改善」を農村生活改善の
いとぐちとして取り上げたと述べている。元来、日本の農家は
長い間、貧しい生活を強いられ、生活を楽しくしようなどと考え
る余裕はなかったと述べているが（水谷，1952,p.18）、そのよ
うな状況の中、生活の改善というのは「まずこの個人の幸福、
忘れられた“生活”の発見から始められねばならぬ」（水谷，
1952，p.19）と説き、台所の改善に関してどのような方法で農
家の人に伝えて実行させていくべきかを具体的な説明と共に
説いている。さらに台所改善を無事終えた農家の人たちに対
して、「台所改善は生活改善の終着点ではなくて出発点であ
る」（水谷，1952，p.118）ということ、そして農業経営や家庭
生活の様々な場面に生活改善の効果が循環し効果が表れる
ところに本当の目的があるということも伝えている。そして「生
活の改善」に関して、「自分の環境と立場においてみずから
工夫し、みずからの創意で、つぎつぎと創り出して（create）
いくべきもの」（水谷，p.193）と述べている。
また農民運動家であった河合（1955）は、戦後の農村に
おける諸組織の動きについて概観している。その当時の農
家女性を知るために、一般婦人団体（「地域婦人会」「農
協婦人部」「生活改善事業組織」「PTA」）に着目しており、
数地域で発行された新聞記事を通して活動の内容を把握して
いる。また新しい婦人のグループとして、「農業技術研究の会」
「しゅうとめの会」「同じ志の人びとの集り（原文ママ）―婦
人サークル」を取り上げている。そして農村の婦人組織に対
して、これまでの農村の婦人組織は既に組織化されたものを
上から流れてきたとおりに引き続き、実行していくものがほとん
どだったが、これらの新しい婦人グループのように自主的な婦
人組織として、平和活動や文化活動を行っている団体が出て
きているので、それらの活動にも目を向け、将来の発展の貴
重な芽として重視していく必要性について述べている。（河合，
1955，p.91）
梅谷（1959）は戦後の農村（兵庫県但馬地方）を歩き回り、
村々で起こった出来事を書き記した報告書を作成した。その
中で、農村の古いしきたりが、農村に重苦しい暗さを持ち込ん
でいると述べている。また戦後にあって、生産関係のあり方や
生活の仕方、物の見方を変えつつある若い青年達に対して、
その変化を阻止しようとする「家」本位で考える昔ながらの
農村の人たちも存在することを述べている（梅谷 ,1959 p.71）。
溝上（1966）もまた、島根県を生活のフィー ルドとした調査
を行った。溝上は、戦後日本の急激な農村共同体の崩壊に
危機感を感じ、くずれゆく農村のすがたとともに、そのなかか
ら生まれているもの、育っているものに目を留め正確にとどめて
いく目的で記録していった。その中には、農村共同体の崩壊
と言われていた時代においても、農家女性の積極的な生き方
を捉えたものも含まれている。
このように同時代の研究者においては、戦後の生活の変化
や生活改善事業を通じて農村が変化していく様子や、農家
女性が組織化されていく様子が描写されている。
（３）高度経済成長期の農村の変容についての初期の研究
生活改善事業後期に該当する高度経済成長期は、農村
社会そのものが大きく変容を遂げた時期であったと同時に、政
治経済学領域では、農家の経営形態に大きな変化があった
時期だと指摘できる。並木（1960）は、農業法人、農休日、
月給制、次三男問題等に対して分析や考察を行い、高度経
済成長下の日本における農村の政治経済的な考察を行ってい
る。その中で並木は、農家女性について「そこには、家長
たる世帯主の指揮統制下にある従属的な婦人労働があった」
（並木，1960，p.70）としており、地域によっては、各人がそ
れぞれの農業部門を主体的に分担しているように思ったと述
べているものの（並木，p.70）、この時代、農家女性の仕事
は農業労働とは見なされず、あくまで家事労働に過ぎなかった
点も述べている。
これに対し満永は、農村経営に農家女性が大きな役割を
果たしたと評価している。満永（1985）は、1954 年～ 1973
年の日本の高度経済成長が、「大量な農業労働力の非農業
部門への流出、農用地の非農業用への転用等によって支え
られ、農業、農村の構造を著しく変貌させた」（満永，1985，
p.37）ことを指摘している。このことは「農家の非農家も進み、
伝統的な農村地域社会の構成員も質的に大きく変化した」（満
永，p.38）ことを述べ、さらには、国民生活の向上発展と相
反する形で「過疎化に伴う地域社会の機能ならびに活力の
低下をもたらした」（満永，p.39）ことも指摘している。そのよ
うな状況の中、農業経営の担い手として中心的な役割を果た
したのが農村婦人であった。これまで「家族保有労働力の
協業」によって維持・発展されてきた農業経営並びに生活が、
基幹労働力の非農業部門への就農により、主婦へかかる労
力の割合が明らかに重くなったことを述べている。その頃生ま
れた「三ちゃん農業」「主婦農業」という言葉に関しても、「農
村婦人が農業を支えていることを端的に表現しており」（満永，
p.40）、女性への労働過多の問題と共に経営能力や農業に必
要な基礎的技術の修得等、大きな課題を指摘している。
小杉（1977）は、人文社会学領域において『農村生活研究』
のシンポジウムの課題名及び、掲載論文の動向を分析するこ
とにより、その時代どのような視点から農村生活を見てきたの
か、そして問題は何処に、どのように現れつつあるかについて
検討している。小杉によると昭和 28（1953）年から開始され
た「農家生活発表会」のシンポジウムにて、テーマとされた
内容は、初期の頃には、「農家食生活の動向」「農家の献
立について」など個々の技術的側面に関心が向けられていた
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が、高度経済成長期にはいった昭和 39（1964）年頃になると
「真の農村生活の改善とは何か」という点に関心がうつって
いるという。小杉は、単に技術面からのみ婦人労働をみるの
ではなく、「生活構造として農家生活を把握しようと」とし（小杉，
p.90）、その農家生活構造を把握するために、生活環境や地
域社会、農民意識、混住社会等のキーワ ドーに着目した。ま
た一般投稿論文の動向を整理したものから、「生活技術の側
面から生活と生産の関連した側面に、そして生活構造の問題
へと、生活をより総合的なものとして捉えようとする方向へ進ん
できている」（小杉，p.92）とも論じている。
（４）生活改善普及事業期の農家女性に対する現代の見方
政治経済学領域において、当時の農家女性の主体形成を
論じた先行研究は少ない。社会の急激な変化に伴う当時の
農村社会自体の変容を論じたものが中心で、社会経済的な
意味で当時の農家女性が主体的だったかについて議論され
た研究はあまりみられない。その反面、様々な社会的な変化
によって農村の人々の意識も変わり、農家女性の意識に影響
があったと指摘する人文社会学領域の研究は多い。
生活改善普及事業期の農村女性研究の第一人者である
市田（1995）は、生活改善普及事業の最終目標が「農家
の家庭生活を改善向上することとあわせて農業生産の確保、
農業経営の改善、農家婦人の地位向上、農村民主化に寄
与すること」であり、「生活技術」の普及による「生活経営」
の合理化としている。「合理性」「農家婦人の地位向上」「農
村民主化」という言葉が生活改善の「理念」をあらわしてい
ると述べている（市田，1995，p.41）。さらにその理念がいか
なる要素により形成されたかについては、当時の生活改善課
長の大森松代氏を取り上げ、戦前のアメリカや日本の家政学
を学んだ生活改善課のスタッフの合理的思考に依拠したものと
している（市田，p.19）。市田は、当時の生活改善課長であっ
た大森松代氏の上司である小倉武一氏の言葉を用いて、生
活改善普及事業を「自主性を持った『考える農民』からなる
新しい民主的な農村社会を作り出すための事業の一環であっ
た」（市田，p.23）と評価し、その理念を端的に表している。
一方、生活改善普及事業が先述の理念達成のために、現
場においてどのように展開されたかについて、市田は、生活
改善の理念は、衣食住に焦点を当てた生活技術の普及、そ
して婦人解放、民主主義を最大限に尊重した生活改善実行
グループという手段により、展開されていったとしている。1949
年からは、ブロック単位ではあるが生活改善普及事業の研究
会も開かれるようになり、地域の実情や農家の要望に合わせ
て具体化されていった（市田 ,p.51）。さらに高度経済期以
降、農家の生活が豊かになり「生改不要論」もとなえられる
中で当初に設定された理念や手段がどのように変化していっ
たのかについて明らかにしている。また、このことについては、
事業の発足当初は、生改が農家 1 軒 1 軒をまわるという方法
が取られていたが、次第に、理念として生活全体のバランス、
それも個々ではなく地域（集団）という広がりの中でのバラン
スを中心に捉えるように変化していった事、さらに、孤立せず
に活動を周囲に広めていくことが期待された事を明らかにして
いる（市田，pp.60-61）。
市田の研究は、生活改善普及事業が農村の民主化にどの
ような影響を与えたかという視点から研究されているが、この
市田よりも生活改善普及事業における「農家女性の地位向
上」に特化して研究をおこなったのが天野（2001）の研究で
ある。天野は、研究の対象期間を第 2 次世界大戦終了後か
ら1990 年代までとし、一方で、生活改善普及事業初期の生
活改良普及員の活動記録・資料の分析およびインタビューや
事例研究を行った。また 1960 年代以降の農村の生活課題
の変化に、生活改善実行グループのメンバーがどのように取り
組み活動成果をあげてきたのか、タイプの異なる6 事例をあ
げて分析を行った。さらに現代の農業者たちが「女性の地位
向上」についてどう捉えているかを明らかにするため、女性
農業者とその夫にアンケ トーを行っている。天野の研究は、女
性農業者の地位向上に関する研究において、これまでの先
行研究で欠落している視点として以下の５点をあげ、それらを
補う研究であることを述べている。①生活改善普及事業の成
果の歴史的位置づけや評価に関する研究、②何を実現し何
を実現しえなかったかの一貫した分析と整理、③一般的な「農
家の女性」が現代的な女性農業者に成長していく過程の研
究、④男女平等の生活習慣・生活様式形成過程に関する研
究、⑤現場の普及活動を支えうるような同時進行の課題の理
論的意味づけ等の研究である（天野，2001,p.60）。このよう
な視点から研究を進め、最後、まとめとして平等な生活文化
を生活の中に根づかせるための方策について考察し、農家
生活のルールとして必要な「家族経営協定」についても触れ
ている。
このように第一期の「生活改善普及事業展開期」は、人
文社会学領域においては農家女性の意識改革に大きく影響し
た時期であるといえよう。
２．都市農村交流導入期（1970 ～ 1991 年）
（１）農村起業から見た農業経営学の主体形成論
高度経済成長後の日本社会では、都市と農村の格差が顕
著になってきた。また、多くの農村では若い働き手がいなくな
り、農家の高齢化が問題となってきた。これに対して、政府
は 1970 年に過疎地域対策緊急措置法を導入するなど、農
村のインフラ整備と都市部との交流を推進した。
この時期の研究として、政治経済学領域では高橋の研究
があげられる。高橋（1987）によると、この時期の主要な農
業問題は、一部の先進国を除いて世界的に見れば農家の低
所得問題や農村地域の貧困問題であるという。この「貧しさ
からの解放」というテーマは、今なお続く農業問題の基本課
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題には変わりないとしているが、日本においては 1960 年代の
高度経済成長の過程でその問題は曲がりなりにも解決したと言
う。しかしその裏で、農業を担い手が必ずしも明瞭な形で存
在しなくなったという新しい課題が発生したと指摘している（高
橋，1986，p.17）。高橋によれば、1955 年から始まったとされ
る高度経済成長が農業におよぼした最大の影響は、「農業
労働力の他産業への移動」であった（高橋，p.115）。彼は、
1960 年と1985 年当時の比較から、総農家戸数が年々減少
し、かつ農業専従者なしの農家の割合の増加していることか
ら、「専従する者や経営者機能をもつ者がいない、中身が抜
け出たような農業経営が、わが国農業の大多数を占めるよう
になった」（高橋，p.22）と指摘している。彼は我が国の農
業展開も、農業に関わる関係者が、これまで与えられた環境
に即しながら結果を出していくだけの農業に甘んじるのではなく
「環境と結果との間に、“主体”という要素を入れ」るべきで
あるとして、農業における主体的な企業が必要な時代に入っ
たことを指摘している（高橋，p.245）。また、農業に主体的に
関わる関係者として、（1）国・県の農業政策の担当者、（2）
農業資材の提供ならびに農産物の加工・販売を行なう関連起
業、（3）地域農業に影響力をもつ市町村、農協、あるいは
農業集落のリー ダー、 （4）農業生産を直接担当する農業者を
あげており、（高橋，p.246）。これらの関係者の行動の大枠が、
与えられた環境によって規定されてしまうことも否めないが、「主
体が自由に裁量しうる一定の幅がある」（高橋，p.247）とし、
それらの人びとがどう選択し、どう行動するかによって、その
地域農業の展開が大きく異なってきているという事実を重要視
している。
髙橋の議論は、特段、女性に特化したものではない。だ
が、この時代から始まる直売や産直、また自給運動等を通じて、
これまで農業生産や地域との関わりの中で生活していた農業
関係者が、都市との交流においても様 な々試みを始めた。そ
の中で多くの農家女性たちが、これらの小さな起業や交流活
動を通じて、経済的にも意識的にも変化してきた時期と言える
のではなかろうか。
（２）都市農村交流による農家女性のネットワー ク形成
このような都市農村交流が、1970 年代および 80 年代の農
家女性を取り巻く社会にどのような変化をもたらしたのだろうか。
このような直売や産直は、家業としての農業の主流から外れ
たもので、そこに女性の活躍する余地があった。人文社会学
領域では、舩戸（2010）が指摘するように、1970 年代頃から
「食の安全性」を求めようになり、消費者達のニーズにより開
始された「有機農業運動」を軸として生産者団体である農家
と消費者団体との連携の成立するようになった（船戸，2012，
p.182）ことで、都会で食を預かる女性と農家との間のつなが
りが形成されるようになった研究がみられる。
また地域おこしの中で、農家女性が業種を超えた人 と々の
交流を築き始めたのもこの時期である。向井・藤倉（2014）は、
1979 年に大分県の平松守彦知事が提唱した「一村一品運
動」について、他地区での調査を行い、平松知事が成功要
因としてあげる商品開発、自立自主・創意工夫、人づくりを其々
共通する成功要因だと指摘している。また日本の一地域でお
こった運動が、海外までも広がり、特に開発途上国等におい
てその手法が取り入れられ特産品づくりが行われているが、ま
ずは「人づくり」であることを指摘している。本研究では国内
で実施された幾つかの活動事例を比較し、何が活動を「継
続させる」要因となるのかを明らかにしている。また一村一品
運動は、「農村女性の所得向上や地域の産業おこしだけでな
く、業種を超えた人のネットワ クーづくりや交流にも寄与し」（向
井・藤倉，2014，p.89）町村の将来を展望したことをあげている。
このように都市農村交流導入期は、農村と都市、農業者と
他業種などの外部との交流の中で、それまでの伝統的な農業
の在り方に閉じこもっていた農家及び、農家女性がネットワ クー
を持ち始めた時期であるということができる。
３．GT・女性起業発生期（1992 ～ 2001 年）
（１）政治経済学領域における農家女性の主体形成
1992 年は、農林水産省による「2001 年に向けての新しい
農山漁村の女性―農山漁村の女性に関する中長期ビジョン
―」が出された年である。これに先立つ 1990 年 6 月、農林
水産省にて「生活改善課」は「婦人・生活課」に改編され、
農家女性に対する政策が女性自立支援から起業支援へと転
換した時期である。これらの経営の法人化や効果的な事業展
開の参考になることを目的とし、研究を行ったのが、岡部（2000）
である。岡部は、まだ社会においての女性の地位は低く、自
己実現の場を見出せない女性たちが自ら起業し、事業をさら
に発展させるために法人化しているところも多いことを述べて
いる（岡部，p.15）その上で研究では「法人化」や「農村
女性による起業活動」といったキーワ ドーに焦点をあて、これ
らの農政上の位置づけ（変遷や現状）に触れるとともに、統
計資料から関連分野や事例調査より、動向を概観している。
また藤森（1998）の研究は、広島県を対象として農村女
性の企業について調査したものである。藤森は、女性起業が
1980 年から増加し始め、その後増加傾向をたどっていること
に着目し、その成立背景について、広島県を対象として農家
女性世帯員の就業状態を調査した上で、起業の経済的意義
及び社会的意義と今後の課題について検討している。その結
果、農村女性の起業は、現金収入や新しい品種販売の試み
などの経済的意義があったが、それに伴って女性の社会的な
自己実現のような社会的意義も併せ持っていたと述べている。
また手法を継承していく上での後継者確保の課題についても
述べている。
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（２）女性起業から女性の社会的な主体形成へ
このように政治経済学領域における研究では、農家女性に
対する政策が起業へと転換し、直売や産直などの農家女性
による起業が外部とのつながりを促し、やがて女性の社会的な
自己実現につながったという見方が強い。一方、人文社会学
領域では、以下のような研究があげられる。
例えば秋津ら（2007）は、1992 年に、『2001 年に向けて
―新しい農山漁村の女性』という農村女性政策が発表され
た以降に女性の社会参画が活発になった背景を踏まえ、農
村女性活動にも光が当てられていることを指摘している（秋津・
他，2007，p.4）。そしてジェンダ をー分析の基軸に据え、農山
漁村の女性の活動が地域にどのような影響を与えているかを
明らかにした。その上で「家庭内」においてではなく、女性
の役割の変化が比較的ゆっくりしている「地域社会」の中で
の農家女性に研究の視点を充てている。また「農村女性が
職業人として自立することによって、自立した農村生活者＝地
域資源管理者としての道が開ける」（秋津・他，2007，p.140）
としているが、その役割を背負うことは「人のつながりを通じ
て比較的自由に域外の世界へと広がっていく」（秋津・他，
2007，p.141）ことであるとし、そのことにはメリットもデメリットも
存在するが、それについては農村女性が主体的に決定してく
べき事柄としている。
その一方で、櫻井（2001）のように、直売生産者や組織、
そして利用客との交流を経て、農家女性と都会の消費者が相
互理解を深め共生の段階に達した（櫻井，2001，p.206）、が
それによって農家女性の主体が変革したとまでは言えないとい
う主張もある。櫻井は、農産物直売所における都市・農村住
民の交流を評価するものの、次の段階にステップアップする途
中段階であるという見方をとり、主体の変革も極めて個人的な
営みであるので定型化した方策の提示は難しいとも述べている
（櫻井，p.206）。
このような「外」における外部との交流が、農家女性の主
体性を形成する上で限界があるのなら、交流が家の「内」
にまで及んで農家女性の役割が評価されるとき、はじめて主
体性の形成が成し遂げられるのではないか。その可能性のひ
とつが、外部の客を家の「内」に招き、女性を中心とする農
家の人びとと直接交流する、グリー ンツ リーズムである。山崎ら
（1993）はリゾ トーブームが過ぎ去りつつあるこの時代に、「グ
リー ンツ リーズム」を先駆的に紹介している。彼は、グリー ン
ツ リーズムが農村のもつさまざまな資源を都市住民と農村住民
との交流を通して生かしていきながら、地域社会の活力の維
持に貢献するというグリー ンツ リーズムの本質を示唆し（山崎，
1993，p.3）、この取り組みに先進的に取り組んでいるヨー ロッパ、
特にドイツを主としてグリー ンツ リーズムの実態や特徴、推進体
制や行政支援等を紹介している。また井上ら（1996）や依光・
栗栖（1996）も、農村におけるグリー ンツ リーズムの可能性に
ついて論じている。
４．GT・六次産業興隆期（2002 ～現在まで）
（１）グリー ンツ リーズムと経済効果の内部化
2002 年、大分県が全国に先駆けて、農家民泊に係る旅
館業法および食品衛生法を大幅に緩和した。これにより日本
では実現困難であった一般の農家が実施主体となるグリー ン
ツ リーズムの推進が大きく前進し、全国的に民泊に対する規
制緩和の取り組みが広がった。これにより、外部交流の波が
ようやく「内」に入り込み始めた。政治経済学領域では、こ
のグリー ンツ リーズムは外部資本によるリゾ トー開発等とは異な
り、経済的効果を農家・農村の内部に直接及ぼすものであっ
た（持田，2002，p.11）。そのことによって6 次産業化を通じて
「農業サイドからの付加価値を追求し、所得と雇用を確保す
ることによって個別経営としても成長する」（斎藤 ,2012,p.13）
のみならず、地域内外の生産者とのネットワ クーや関連企業と
の連携により活動領域が拡大している点をあげている。その
上で「地域レベルの所得の最大化と地域資源の活用」（斎藤，
p.8）が可能となり、その地域の自立化の戦略と結びついてい
くようになった（斎藤，p.26）。
そして、この「内」なる経済的効果が、グリー ンツ リーズム
の場合、その受入れの中心となる農家女性の働きで得た「収
入」として家計に入れられるようになる。
　
（２）内なる経済効果から農家女性の主体性獲得へ
このような農村および農家の内なる経済効果は、必然的に
農家女性の主体性に大きな影響を与えるようになった。人文
社会学領域においては以下の研究があげられる。
宮城（2008）は、グリー ンツ リーズムを「地域からの外部化」
であると捉え、商品化による展開だけではなく、地域の社会
的消費手段として存在し、地域資源を活用していることを指摘
した。さらに生活に密着したものから始まったグリー ンツ リーズ
ムが、農村と都市、生活者と消費者、女性と男性という分断
の中で、相互的な関係を築き、多様なエンパワーメントを目指
すものであると述べている（宮城，2008，pp.122-123）。
また澤野（2012）は、「農村女性起業」（個人及びグルー
プ経営）を対象に、農村における女性に問題の女性起業の
意義について、様 な々タイプの起業活動の実態を分析し、明
らかにしている（澤野，2012，p.37）。まず澤野は、「農村女
性起業」の誕生について、戦前から2000 年代までの「農
村女性」が置かれてきた地位と政策と、これまで「農村女性
起業研究」を論じた上で（澤野，pp.31-36）、これまで「農
村女性起業研究」において手薄であった「地域との関わり」
に着目して研究を行っている（澤野，pp.31-37）。また澤野は、
「農村女性起業」の目的や効果については、「女性の地位
向上と社会参画」であること、これらの活動が地域づくりの主
体的な存在になりつつあるということだけではなく福祉や介護
等の公共性の高い分野まで携わるようになっている点を、事
例研究を通じて明らかにした。これらの研究を通じて、澤野
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は、農家女性による起業が、（1）農村の女性たちが多様な
活動に参加出来る可能性が出てきたこと、（2）農村女性たち
の取り組みが自己実現から社会的共生へとつながっていること。
（3）面白さや楽しさを身近でアピールできれば、農村で暮ら
す女性モデルとして機能し、後継者育成にもつながっていくの
ではないかと考察している。このようにグリー ンツ リーズムをはじ
めとする2000 年代の農家女性による起業は、従来の文脈の
ような単に女性の経営者としての主体形成や「イエ」での中
の情勢の役割変化だけにとどまらず、地域社会においても女
性の役割の変容や農村自体の大きな変革をももたらしつつある
というのである。
例えば川手（2007）の研究は、従来、農業・農村の現場
での意思決定の場から避けられ続けてきた女性が、今後のむ
らづくりの方向においては農村における新たな変革主体となる
可能性を有していると述べる。川手は、三つの先進事例調
査から、女性のむらづくりの参画の現状とプロセス、実際に運
営に及ぼす影響に着目しつつ、今後、農村における新たな変
革主体となるという見通しの妥当性を証明している。さらに靏
（2007）は、農家女性に関する社会的地位の変遷過程を捉
えることをとおして、それが農村社会の再編だけにとどまらず、
現代日本の社会変革との関連性にまで拡大して議論を行って
いる。（靏，2007，pp.8-9）。ただ靏は、先行研究により農家
女性の能力発揮の場が拡大されていることはわかってきたが、
どのような方法でそのような場を広げることが出来たのか、そ
の背景や要因を、農家女性のエンパワーメントを出発点として
明らかにしていく必要があると述べている（靏，p.198）。
Ⅴ．農家女性研究における残された課題
本論文では、政治経済学領域と人文社会学領域のそれぞ
れの研究領域が、戦後から現在までの農家女性に対して、ど
のようにアプローチしてきたを明らかにしてきた。戦後の生活
改善運動に切り込んでいったのは人文社会学領域からのアプ
ローチであった。それらの先行研究は、戦後当時の女性の
意識や、「イエ」や農村での役割についての詳細な聞き取り
から、当時の農村女性の位置づけを明らかにしていった。高
度経済成長は、日本の農村に大きな影響を与えたものの、こ
れに切り込んだ政治経済領域のアプローチは、経営としての
農業を「イエ」単位で明らかにするのにとどまり、女性そのも
のの主体形成についてはほとんど踏み込めなかった。このよう
なアプローチが農村女性の主体形成に切り込むことができたの
は、1990 年代に、直接農村女性の主体形成についての政策
が導入され、直売所などで女性への金銭の流れが生まれたこ
とからである。それらを踏まえた上で、本研究が研究課題とし
てあげているグリー ンツ リーズムは、農村女性の起業による主
体形成だけでなく、地域社会の変化をいう点で人文社会学領
域にも注目される研究対象となった。そして現在、農家女性研
究は、次の二つの課題が残されているのではないだろうか。
まず１点目の課題が、農家女性の主体形成を検討する時、
研究対象が意識の高い組織のリー ダーや主要なメンバーが選
ばれる多い点である。もちろんそれらの検討は必要だが、活
動にある程度関わっている“一般的”な“普通”の農家女性
個人の主体形成についてグリー ンツ リーズムの活動がどう影響
し、どのような変容を与えているのか検証していきたい。なぜ
なら、地域社会の基礎単位は「家族」であり、「個人」であ
るので、そのレベルにおいてどのような変容があったかを丁寧
に検証していくことは、地域社会の変容の解明にも繋がること
となると考えられる。
さらに2 点目の課題は、地域内ではなく、地域外との交流
が中心となるグリー ンツ リーズム事業導入における農家女性の
主体形成の変容過程について捉える点である。外部の世界と
新たな関わりを持つことで農家女性の主体形成がどのように変
容しているのか、そして、そのことを通して家族内や、従来の
地域内での関係はどのように変容しているのかを検証し、また
この変容は、最終的には後継者の確保にどのようにつながっ
ているのかを明らかにすることを、今後の課題として検討して
いきたい。
これら二つの課題の解明のために女性の意識改革や経営
能力の変化と、地域づくりの中での当事者意識の芽生えの両
方に着目する必要があろう。その点、グリー ンツ リーズム事業は、
地域づくりとその中での女性の経営参画が同時に行われる変
化であるから、このような農家女性の主体形成を研究するに
あたって格好の研究対象ではないだろうか。
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